
 

 

 

 

新地方公会計制度に基づく 

平成 23 年度平戸市財務書類 
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平成平成平成平成 23232323 年度年度年度年度    平戸市平戸市平戸市平戸市のののの普通会計普通会計普通会計普通会計財務財務財務財務諸表諸表諸表諸表４４４４表表表表    

地方公共団体の会計制度は、１年間にどのような収入があり、その収入を何にいくら使った

のかといった現金の動きがわかりやすい反面、整備した資産の状況や借入金などの負債といっ

たストック情報、行政サービスを提供するために発生したコスト情報を把握することができま

せんでした。 

 そこで、企業的手法を活用した公会計の整備に取り組むこととなりました。これが、財務書

類４表です。 

 

財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表４４４４表表表表のののの相関図相関図相関図相関図    

財務諸表は、 

・貸借対照表 

・行政コスト計算書 

・純資産変動計算書 

・資金収支計算書 

の４表により構成され、その関

係を示したのが左記の図です。

財務諸表４表は、それぞれが結

びついていますので、それぞれ

の数値が影響を及ぼし合いま

す。 

普通会計財務諸表普通会計財務諸表普通会計財務諸表普通会計財務諸表４４４４表表表表のののの分析結果分析結果分析結果分析結果 

□□□□財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表かかかからららら分分分分かるかるかるかる指標指標指標指標    
将来世代負担比率将来世代負担比率将来世代負担比率将来世代負担比率    26.626.626.626.6％％％％（H22 26.9％） 

  （公共資産のうちの将来世代が負担しなければならない割合を見る指標です。公共資産の約 3 割分が将来 

世代の負担に先送りされたことが分かります。） 

行政行政行政行政コストコストコストコスト対税収等比率対税収等比率対税収等比率対税収等比率    99.399.399.399.3％％％％（H22 94.7％） 
  （純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄われたかを見る指標です。100％を下回ってい

るため、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたことが分かります。） 

市民一人当市民一人当市民一人当市民一人当たりたりたりたり    資産資産資産資産 338 338 338 338 万円万円万円万円////人人人人（H22 331 万円/人） 

                                負債負債負債負債 94 94 94 94 万円万円万円万円////人人人人（H22 94 万円/人） 

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト 53 53 53 53 万円万円万円万円////人人人人（H22 52 万円/人） 

 

□□□□平成平成平成平成 23232323 年度年度年度年度のののの財政状況財政状況財政状況財政状況    

・資産総額は増加しましたが、借入金の繰上償還により、将来世代の負担は軽減されました。 

・固定負債に含まれる退職手当引当金は、前年度から 4 億円の減少となり、職員の適正化が進んで

いることが分かります。 

・公債費関連の歳入・歳出を除いた基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、13 億のプラス

で持続可能な財政運営が図られています。 

今後も、市債の発行の抑制や平準化を行うことにより、財政の健全化を図り、将来世代に負担

を残さないように努めなければなりません。 



 

 

貸借対照表とは、住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その財産をどのよ

うな財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した財務諸表です。表内の資産合計額

（左側）と負債・純資産合計額（右側）が一致し、左右の均衡がとれていることからバランスシート

とも呼ばれています。 

    

貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表 

資産資産資産資産                                                1,1971,1971,1971,197 億円億円億円億円    
市が所有している財産の内容と金額です。

行政サービスの提供能力を表しています。 

《内訳》 

公共資産          1,084 億円 

  道路・学校・漁港など 

投資等             65 億円 

  基金・出資金など 

流動資産            48 億円 

  （うち歳計現金）      （6 億円） 

負債負債負債負債                                                    332332332332 億円億円億円億円    
 借入金（市債）や将来の職員の退職金な

ど、将来世代の負担で返済していく債務

です。 

《内訳》 

固定負債（１年以降分）    304 億円 

流動負債（１年未満分）     28 億円 

純資産純資産純資産純資産                                                865865865865 億円億円億円億円    
 現在までの世代が既に負担した正味の資

産です。 

負債＋純資産合計負債＋純資産合計負債＋純資産合計負債＋純資産合計                 1,197 1,197 1,197 1,197 億円億円億円億円    資産合計資産合計資産合計資産合計                                            1,1971,1971,1971,197 億円億円億円億円    

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書 

１年間の資金（現金）の出入りの情報を異な

る3つの収支区分に分けて表示した財務書類で

す。経常的収支の黒字分を、資産整備やそのた

めの借入金の返済に充てています。 

期首資金残高期首資金残高期首資金残高期首資金残高                                                  6  6  6  6 億円億円億円億円    

当期収支当期収支当期収支当期収支                                                     0 0 0 0 億円億円億円億円    
《内訳》 

経常的収支           54 億円 

公共資産整備収支       △10 億円 

投資・財務収支        △44 億円 

期末資金残高期末資金残高期末資金残高期末資金残高                                                      6  6  6  6 億円億円億円億円    

行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書 

１年間の行政サービスのうち、どのような目

的（生活インフラ・教育・福祉など）に、どの

ような性質（人件費・物件費・補助金等など）

の費用がかかったのかを把握することができま

す。コストの約 4 割は社会保障費などの移転支

出的なコストでした。 

経常行政コスト（Ａ）経常行政コスト（Ａ）経常行政コスト（Ａ）経常行政コスト（Ａ）           193   193   193   193 億円億円億円億円    
《内訳》 

人に係るコスト        35 億円 

 人件費・退職手当など 

物に係るコスト        66 億円 

 光熱水費・施設の修繕費・減価償却費な

ど 

移転支出的なコスト      87 億円 

 子ども手当や生活保護費などの社会保

障給付・各種団体への補助金・繰出金な

ど 

その他のコスト         5 億円 

 支払利息など 

経常収益（Ｂ）経常収益（Ｂ）経常収益（Ｂ）経常収益（Ｂ）                                6666 億円億円億円億円    
行政サービスの利用で市民のみなさまが

負担する施設使用料や手数料などです。 

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト                     187 187 187 187 億円億円億円億円    

（Ａ）－（Ｂ）（Ａ）－（Ｂ）（Ａ）－（Ｂ）（Ａ）－（Ｂ）    
    経常行政コストから経常収益を差し引い

た純粋な行政コストです。 

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書 

市の純資産が、平成 23 年度中にどのように

変動したかを表すものです。この 1 年の収入で

純経常行政コストを賄うことができたうえ、純

資産が 12 億円増加しました。 

期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高                                     853 853 853 853 億円億円億円億円    

当期変動額当期変動額当期変動額当期変動額                                             12 12 12 12 億円億円億円億円    
《内訳》 

純経常行政コスト      △187 億円 

財源の調達          199 億円 

期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高                                     865 865 865 865 億円億円億円億円    



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

[第３セクター等][第３セクター等][第３セクター等][第３セクター等]

平戸市振興公社

[公営事業会計][公営事業会計][公営事業会計][公営事業会計] ㈱生月ウィンドエナジー

一般会計（港湾経費除く） 国民健康保険特別会計 ㈱田平風力発電所

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計 [一部事務事務組合等][一部事務事務組合等][一部事務事務組合等][一部事務事務組合等]

農業集落排水事業特別会計 長崎県市町村総合事務組合

宅地開発事業特別会計 長崎県後期高齢者医療広域連合

あづち大島いさりびの里事業特別会計 北松北部環境組合

港湾事業特別会計 松浦地区火葬場組合

電気事業特別会計

[公営企業会計][公営企業会計][公営企業会計][公営企業会計]

水道事業会計

病院事業会計

交通船事業会計

普通会計

平戸市全体

連結対象

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成平成平成平成 23232323 年度年度年度年度    平戸市平戸市平戸市平戸市のののの連結連結連結連結財務財務財務財務諸表諸表諸表諸表４４４４表表表表    

平戸市では普通会計で行っている事業のほかにも、国民健康保険事業や水道事業、病院事業

などの公営事業会計でも事業を行っています。また、平戸市が自らおこなう事業とは別に一部

事務組合や公益法人などの関係団体と連携した行政サービスも行っています。 

このようなことから、真の平戸市全体のストック情報やコスト情報を分析するためには、普

通会計や特別会計に加え、公営企業や市が一定割合以上出資している関係法人等までを対象と

した連結財務諸表 4 表を用います。 

財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表のののの連結対象範囲連結対象範囲連結対象範囲連結対象範囲    

連結連結連結連結会計財務諸表会計財務諸表会計財務諸表会計財務諸表４４４４表表表表のののの分析結果分析結果分析結果分析結果 

□□□□財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表からからからから分分分分かるかるかるかる指標指標指標指標    
将来世代負担比率将来世代負担比率将来世代負担比率将来世代負担比率    27.427.427.427.4％％％％（普通会計より 0.8％増） 

（公共資産のうちの将来世代が負担しなければならない割合を見る指標です。公共資産の約 3 割分が将来 

世代の負担に先送りされたことが分かります。） 

行政行政行政行政コストコストコストコスト対税収等比率対税収等比率対税収等比率対税収等比率    92.792.792.792.7％％％％（普通会計より 6.6％減） 
（純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄われたかを見る指標です。100％を下回って

いるため、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたことが分かります。） 

市民一市民一市民一市民一人当人当人当人当たりたりたりたり    資産資産資産資産 426 426 426 426 万円万円万円万円////人人人人（普通会計の 1.26 倍） 

負債負債負債負債 128 128 128 128 万円万円万円万円////人人人人（普通会計の 1.36 倍） 

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト 69 69 69 69 万円万円万円万円////人人人人（普通会計の 1.30 倍） 
 

□□□□平成平成平成平成 23232323 年度年度年度年度のののの財政状況財政状況財政状況財政状況    

 ・市民一人あたりの負債総額は普通会計に比べ、34 万円増加していますが、昨年度と比較すると 

3 万円の減少となっており、将来世代の負担は軽減されました。 

・国保事業や介護事業、後期高齢者医療広域連合の保険給付費の影響が大きく、コストの約半分は

社会保障給付を含む移転支出的なコストとなっています。 

 ・今後は、高齢化の進展等に伴い社会保障給付の増加が予測されることから、更なるコストの削減

や、公共資産整備支出、地方債償還額などの経費も抑制していくことが必要になります。 

 

※※※※    第三セクターの連結基準第三セクターの連結基準第三セクターの連結基準第三セクターの連結基準    
・出資比率 50％以上の法人 

・出資比率 25％以上 50％未満の法人で、役員の

派遣、財政支援等の実態から法人経営に実質

的に主導的な立場を確保していると認められ

る法人 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結対象の各会計・団体・法人をひとつの行政サービス実施主体とみなして、平戸市全体の資産や

負債等のストック情報を網羅した財務書類が連結貸借対照表です。 

    

連結連結連結連結貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表 

資産資産資産資産                                                1,5051,5051,5051,505 億円億円億円億円    
連結ベースでの市の所有財産の内容と金

額です。普通会計の 1.26 倍となっていま

す。 

《内訳》 

公共資産          1,378 億円 

  道路・学校、漁港・水道・病院など 

投資等             56 億円 

  基金、出資金など 

流動資産            71 億円 

  （うち資金）        （65 億円） 

 

繰延勘定             0 億円 

 

負債負債負債負債                                                        453453453453 億円億円億円億円    
 普通会計の 1.36 倍となっています。これ

は、水道や病院などでは設備の先行投資

が必要なため、負債の割合が高くなって

いると言えます。 

《内訳》 

固定負債（１年以降分）     413 億円 

流動負債（１年未満分）      40 億円 

純資産純資産純資産純資産                                                1,0521,0521,0521,052 億円億円億円億円    
 現在までの世代が既に負担した正味の資

産です。連結ベースでの市の資産全体の

69.9％を占め、普通会計に比べ△2.4％と

なっています。 

 
負債＋純資産合計負債＋純資産合計負債＋純資産合計負債＋純資産合計                     1,505 1,505 1,505 1,505 億円億円億円億円    資産合計資産合計資産合計資産合計                                            1,5051,5051,5051,505 億円億円億円億円    

連結連結連結連結資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書 

発生主義を採用している会計・法人等につい

ても１年間の資金（現金）の出入りの情報を異

なる 3 つの収支区分に分けて、決算書類の組み

替えをおこなっています。 

期首資金残高期首資金残高期首資金残高期首資金残高                                                  58  58  58  58 億円億円億円億円    

当期収支当期収支当期収支当期収支                                                     7 7 7 7 億円億円億円億円    
《内訳》 

経常的収支           60 億円 

公共資産整備収支       △11 億円 

投資・財務収支        △42 億円 

 
期末資金残高期末資金残高期末資金残高期末資金残高                                                     65 65 65 65 億円億円億円億円    

連結連結連結連結行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書 

「行政コスト計算書」の考え方を連結対象の

会計や法人等などにも適用し、ひとつの団体と

みなして作成しました。連結対象団体の中には、

福祉目的の事業が多いため、普通会計に比べて、

移転支出的なコストの割合が高くなっていま

す。 

経常行政コスト（Ａ）経常行政コスト（Ａ）経常行政コスト（Ａ）経常行政コスト（Ａ）               350   350   350   350 億円億円億円億円    
《内訳》 

人に係るコスト         54 億円 

 人件費・退職手当など 

物に係るコスト         93 億円 

 光熱水費・施設の修繕費・減価償却費な

ど 

移転支出的なコスト       193 億円 

 社会保障給付・各種団体への補助金など 

その他のコスト         10 億円 

 支払利息など 

経常収益（Ｂ）経常収益（Ｂ）経常収益（Ｂ）経常収益（Ｂ）                                108108108108 億円億円億円億円    
普通会計の使用料・手数料に加え、水道

料金や医療費なども含まれます。 

これは、企業会計や特別会計が、受益者

負担で賄われるべきものだからです。 

 
純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト                            242242242242億円億円億円億円    

（Ａ）－（Ｂ）（Ａ）－（Ｂ）（Ａ）－（Ｂ）（Ａ）－（Ｂ）    
    経常行政コストから経常収益を差し引い

た純粋な行政コストです。 

連結連結連結連結純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書 

連結ベースでの市の純資産が、平成 23 年度

中にどのように変動したかを表すものです。国

民健康保険や介護保険の影響で、財源の調達で

ある補助金受入が約 2 倍となっています。 

 

当期変動額当期変動額当期変動額当期変動額                                                 15 15 15 15 億円億円億円億円    
《内訳》 

純経常行政コスト       △242 億円 

財源の調達           257 億円 

期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高                                     1,052 1,052 1,052 1,052 億円億円億円億円    

期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高                                        1,0371,0371,0371,037 億円億円億円億円    



 

普通会計財務諸表普通会計財務諸表普通会計財務諸表普通会計財務諸表のののの指標分析指標分析指標分析指標分析    
    

①①①①社社社社会資本形成会資本形成会資本形成会資本形成のののの世代間負担比率世代間負担比率世代間負担比率世代間負担比率    

社会資本整備の結果を示す公共資産のうち、現世代の負担（既に納付された税金等）で賄われた割と

将来の世代が負担しなければならない割合を示すものです。純資産が公共資産合計に占める割合を見る

ことにより、現世代までに既に負担された割合を見ることができます。 

また、地方債残高が公共資産合計に占める割合を見ることにより、将来返済しなければならない将来

世代の負担の割合を見ることができます。 

 

 [算出方法] 

（ⅰ）過去および現世代負担比率：純資産合計 ÷ 公共資産合計 × 100《平均的な比率は 50％～90％》 

（ⅱ）将来世代負担比率    ：地方債残高 ÷ 公共資産合計 × 100《平均的な比率は 15％～40％》 

 

◎社会資本形成の世代間負担比率◎社会資本形成の世代間負担比率◎社会資本形成の世代間負担比率◎社会資本形成の世代間負担比率

23年度23年度23年度23年度 22年度22年度22年度22年度 比　較比　較比　較比　較

公共資産合計（Ａ） 108,387 107,909 478

純資産合計（Ｂ） 86,506 85,350 1,156

地方債残高（Ｃ） 28,835 29,070 △235

現世代負担比率（Ｂ）/（Ａ）現世代負担比率（Ｂ）/（Ａ）現世代負担比率（Ｂ）/（Ａ）現世代負担比率（Ｂ）/（Ａ） 79.8%79.8%79.8%79.8% 79.1%79.1%79.1%79.1% 0.7%0.7%0.7%0.7%

26.6%26.6%26.6%26.6% 26.9%26.9%26.9%26.9% △0.3%△0.3%△0.3%△0.3%

※

※

将来世代負担比率（Ｃ）/（Ａ）将来世代負担比率（Ｃ）/（Ａ）将来世代負担比率（Ｃ）/（Ａ）将来世代負担比率（Ｃ）/（Ａ）

「地方債残高」には、固定負債の「地方債」のみならず、流動負債の「翌年度償還予定地方債」、社会資本
形成の財源としての「長期未払金」および「未払金」を加味します。

「地方債残高」には社会資本形成の財源とならない地方債（赤字地方債）も含まれるため、過去および現
世代負担比率と将来世代負担比率の合計は100％になりません。

（単位：百万円）

 

 

②②②②歳入額対資産比率歳入額対資産比率歳入額対資産比率歳入額対資産比率    

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の歳

入が充当されたかを見ることができます。 

 

[算出方法] 

資産合計÷歳入総額《平均的な値は 3.0～7.0》 

 

      

◎歳入額対資産比率◎歳入額対資産比率◎歳入額対資産比率◎歳入額対資産比率

23年度23年度23年度23年度 22年度22年度22年度22年度 比　較比　較比　較比　較

歳入総額（Ａ） 25,356 24,828 528

資産合計（Ｂ） 119,668 119,155 513

4.74.74.74.7 4.84.84.84.8 △0.1△0.1△0.1△0.1

※

歳入額対資産比率（Ｂ）/（Ａ）歳入額対資産比率（Ｂ）/（Ａ）歳入額対資産比率（Ｂ）/（Ａ）歳入額対資産比率（Ｂ）/（Ａ）

「資産合計」は貸借対照表の数値を使いますが、「歳入総額」は資金収支計算書の各部の収入合計の総
額に期首歳計現金残高を加算して算出します。

（単位：百万円）

 



 

③③③③有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産のののの行政目的別割合行政目的別割合行政目的別割合行政目的別割合    

貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの公共資産

形成の比重を把握することができます。 

 

[算出方法] 

行政目的区分別有形固定資産÷有形固定資産合計×100 

 

   

◎有形固定資産　行政目的別割合◎有形固定資産　行政目的別割合◎有形固定資産　行政目的別割合◎有形固定資産　行政目的別割合

H23有形固定H23有形固定H23有形固定H23有形固定
資産総額資産総額資産総額資産総額

108,174百万円108,174百万円108,174百万円108,174百万円

生活インフラ
・国土保全

41,987（38.8%）

教　育
19,858（18.4%）

福　祉
1,206（1.1%）

環境衛生
2,973（2.7%）

産業振興
35,393（32.7%）

総　務
5,160（4.8%）

消　防
1,597（1.5%）

H22有形固定H22有形固定H22有形固定H22有形固定
資産総額資産総額資産総額資産総額

107,647百万円107,647百万円107,647百万円107,647百万円

生活インフラ
・国土保全

41,437（38.5%）

教　育
18,907（17.6%）

福　祉
1,306（1.2%）

環境衛生
3,051（2.8%）

産業振興
36,280（33.7%）

総　務
5,346（5.0%）

消　防
1,320（1.2%）

 

 

④④④④資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率    

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算すること

により、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているかを全体として把握することがで

きます。 

さらに、「有形固定資産明細表」を使用すれば、行政目的別の資産老朽化比率も算定することができ、

耐用年数と比較してどの程度の年数が平均して経過しているかがわかります。 

 

[算出方法] 

減価償却累計額÷（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）×100《平均的な値は 35％～50％》 
     

   

◎目的別資産老朽化比率◎目的別資産老朽化比率◎目的別資産老朽化比率◎目的別資産老朽化比率

有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 うち土地うち土地うち土地うち土地 減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額 資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率 資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率

生活インフラ・国土保全 41,987 7,259 22,633 39.5% 38.5%

教育 19,858 1,775 10,497 36.7% 36.8%

福祉 1,206 256 2,138 69.2% 65.9%

環境衛生 2,973 344 6,129 70.0% 68.3%

産業振興 35,393 2,105 35,301 51.5% 49.7%

消防 1,597 476 2,867 71.9% 76.4%

総務 5,160 800 6,225 58.8% 56.9%

108,174108,174108,174108,174 13,01513,01513,01513,015 85,79085,79085,79085,790 47.4%47.4%47.4%47.4% 46.3%46.3%46.3%46.3%公公公公 共共共共 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

（単位：百万円,％）

行行行行 政政政政 目目目目 的的的的
23年度23年度23年度23年度 22年度22年度22年度22年度

 



 

⑤⑤⑤⑤受益者負担比率受益者負担比率受益者負担比率受益者負担比率    

行政コスト計算書における経常収益は、保育料や施設使用料などのいわゆる受益者の負担金であるた

め、経常収益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。 

 

[算出方法] 

経常収益÷経常行政コスト×100《平均的な値は 2％～8％》 

◎普通会計受益者負担比率◎普通会計受益者負担比率◎普通会計受益者負担比率◎普通会計受益者負担比率

金　額金　額金　額金　額 構成比構成比構成比構成比 金　額金　額金　額金　額 構成比構成比構成比構成比

経常行政コスト（Ａ） 19,299 100.0% 19,210 100.0% 89

経常収益（Ｂ） 590 100.0% 577 100.0% 13

純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ） 18,709 96.9% 18,633 97.0% 76

受益者負担比率（Ｂ）/（Ａ） 3.1% 3.0%

目目目目 的的的的 別別別別
23年度23年度23年度23年度 22年度22年度22年度22年度

増　減増　減増　減増　減

（単位：百万円、％）

◎行政目的別受益者負担比率◎行政目的別受益者負担比率◎行政目的別受益者負担比率◎行政目的別受益者負担比率

1,689
2,045

2,737
3,229

760

2,152

228

5,900

1.1%

2.8%

4.5%

0.0%0.0%0.7%0.6%

4.5%
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⑥⑥⑥⑥行政行政行政行政コストコストコストコスト対税収等比率対税収等比率対税収等比率対税収等比率    

純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることにより、当年度に行われた行政サービスのコ

ストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄われたかがわ

かります。 

 

[算出方法] 

純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入（その他一般財源等））×100 

《平均的な値は全体で 90％～110％》 

    

◎行政コスト対税収等比率◎行政コスト対税収等比率◎行政コスト対税収等比率◎行政コスト対税収等比率

23年度23年度23年度23年度 22年度22年度22年度22年度

純経常行政コスト（Ａ） 18,709 18,633

一般財源（Ｂ） 14,785 15,291

補助金等受入（その他一般財源等）（Ｃ） 4,057 4,385

99.3%99.3%99.3%99.3% 94.7%94.7%94.7%94.7%行政コスト対税収等比率（Ａ）÷（Ｂ＋Ｃ）行政コスト対税収等比率（Ａ）÷（Ｂ＋Ｃ）行政コスト対税収等比率（Ａ）÷（Ｂ＋Ｃ）行政コスト対税収等比率（Ａ）÷（Ｂ＋Ｃ）

（単位：百万円）

 



 

⑦⑦⑦⑦行政行政行政行政コストコストコストコスト対公共資産比率対公共資産比率対公共資産比率対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけら

れているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを見ることができま

す。    
 

[算出方法] 

経常行政コスト÷公共資産×100《平均的な値は全体で 10％～30％》 

 

 

◎費目別行政コスト対公共資産比率◎費目別行政コスト対公共資産比率◎費目別行政コスト対公共資産比率◎費目別行政コスト対公共資産比率

金　額金　額金　額金　額 構成比構成比構成比構成比 金　額金　額金　額金　額 構成比構成比構成比構成比

生活インフラ・国土保全 1,689 8.7% 41,987 38.8% 4.0%

教育 2,045 10.6% 19,858 18.4% 10.3%

福祉 5,900 30.6% 1,206 1.1% 489.2%

環境衛生 2,737 14.2% 2,973 2.7% 92.1%

産業振興 3,229 16.7% 35,393 32.7% 9.1%

消防 760 3.9% 1,597 1.5% 47.6%

総務 2,152 11.2% 5,160 4.8% 41.7%

議会 229 1.2% － － －

支払利息 448 2.3% － － －

回収不能見込額 38 0.2% － － －

その他 73 0.4% － － －

19,30019,30019,30019,300 100.0%100.0%100.0%100.0% 108,174108,174108,174108,174 100.0%100.0%100.0%100.0% 17.8%17.8%17.8%17.8%

23年度23年度23年度23年度

経常行政コスト合計経常行政コスト合計経常行政コスト合計経常行政コスト合計

（単位：百万円、％）

目目目目 的的的的 別別別別
貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

（有形固定資産）（有形固定資産）（有形固定資産）（有形固定資産）
行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書
（経常行政コスト）（経常行政コスト）（経常行政コスト）（経常行政コスト）

行政コスト行政コスト行政コスト行政コスト
対公共資産対公共資産対公共資産対公共資産

比率比率比率比率

 

 

⑧⑧⑧⑧地方債地方債地方債地方債のののの償還可能年数償還可能年数償還可能年数償還可能年数    

自治体が抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す

指標で、債務返済能力を測る指標です。 

 

[算出方法] 

地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く） 

《平均的な値は全体で 3年～9年》 

    

◎地方債の償還可能年数◎地方債の償還可能年数◎地方債の償還可能年数◎地方債の償還可能年数

23年度23年度23年度23年度 22年度22年度22年度22年度 増 減増 減増 減増 減

地方債等残高（Ａ） 28,835 29,070 △235

経常的収支額（Ｂ） 4,263 4,631 △368

　　　　 地方債の償還可能年数（Ａ）÷（Ｂ）地方債の償還可能年数（Ａ）÷（Ｂ）地方債の償還可能年数（Ａ）÷（Ｂ）地方債の償還可能年数（Ａ）÷（Ｂ） 6.86.86.86.8 6.36.36.36.3 0.50.50.50.5

※

※

「地方債等残高」には、貸借対照表における「地方債」、「翌年度償還予定地方債」、社会資本形成の財源としての
「長期未払金」および「未払金」を加味します。

（単位：百万円）

「経常的収支額」には、「地方債発行額」および「基金取崩額」を除きます。
 

 

 
 



 

⑨⑨⑨⑨プライマリーバランスプライマリーバランスプライマリーバランスプライマリーバランス（（（（基礎的財政収支基礎的財政収支基礎的財政収支基礎的財政収支））））    

公債費関連の歳入・歳出を除いた基礎的財政収支で、地方債の元利償還金を除いた歳出と、地

方債発行収入額を除いた歳入のバランスを見ることにより、持続可能な財政運営であるかどうか

がわかります。 

     

[算出方法] 

歳入総額（繰越金、地方債発行額及び財政調整基金等取崩額を除く） 

    －歳出総額（地方債元利償還額及び財政調整基金等積立額を除く） 

 

 

◎基礎的財政収支◎基礎的財政収支◎基礎的財政収支◎基礎的財政収支

23年度23年度23年度23年度 22年度22年度22年度22年度 増 減増 減増 減増 減

歳入総額（Ａ） 21,733 21,081 652

歳出総額（Ｂ） 20,402 20,039 363

　　　　 基礎的財政収支（Ａ）－（Ｂ）基礎的財政収支（Ａ）－（Ｂ）基礎的財政収支（Ａ）－（Ｂ）基礎的財政収支（Ａ）－（Ｂ） 1,3311,3311,3311,331 1,0421,0421,0421,042 289289289289

（単位：百万円）

 



（資料）- 1 - 

[
資

産
の

部
]

[
資

産
の

部
]

[
資

産
の

部
]

[
資

産
の

部
]

[
負

債
の

部
]

[
負

債
の

部
]

[
負

債
の

部
]

[
負

債
の

部
]

１
　

公
共

資
産

１
　

公
共

資
産

１
　

公
共

資
産

１
　

公
共

資
産

有
形

固
定

資
産

と
売

却
可

能
資

産
か

ら
構

成
さ

れ
、

資
産

の
大

部
分

を
占

め
て

い
ま

す
。

１
　

固
定

負
債

１
　

固
定

負
債

１
　

固
定

負
債

１
　

固
定

負
債

基
準

日
（

3
月

3
1
日

）
の

翌
日

か
ら

１
年

以
降

に
支

払
い

や
返

済
が

お
こ

な
わ

れ
る

予
定

の
も

の
で

す
。

(
1
)
 
有

形
固

定
資

産
(
1
)
 
有

形
固

定
資

産
(
1
)
 
有

形
固

定
資

産
(
1
)
 
有

形
固

定
資

産
長

期
間

に
わ

た
り

住
民

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

使
用

さ
れ

る
も

の
で

、
具

体
的

に
は

土
地

、
建

物
等

が
該

当
し

ま
す

。
(
1
)
 
地
方

債
(
1
)
 
地
方

債
(
1
)
 
地
方

債
(
1
)
 
地
方

債
地

方
債

の
う

ち
、

翌
々

年
度

以
降

に
償

還
さ

れ
る

も
の

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

①
生

活
イ

ン
フ
ラ

・
国

土
保

全
①
生

活
イ

ン
フ
ラ

・
国

土
保

全
①
生

活
イ

ン
フ
ラ

・
国

土
保

全
①
生

活
イ

ン
フ
ラ

・
国

土
保

全
決

算
区

分
の

「
土

木
費

」
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

(
2
)
 
長
期

未
払

金
(
2
)
 
長
期

未
払

金
(
2
)
 
長
期

未
払

金
(
2
)
 
長
期

未
払

金
既

に
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
受

け
た

も
の

で
、

ま
だ

支
払

わ
れ

て
い

な
い

も
の

な
ど

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

②
教

育
②
教

育
②
教

育
②
教

育
決

算
区

分
の

「
教

育
費

」
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

①
物

件
の

購
入

等
①

物
件
の

購
入

等
①

物
件
の

購
入

等
①

物
件
の

購
入

等

③
福

祉
③
福

祉
③
福

祉
③
福

祉
決

算
区

分
の

「
民

生
費

」
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

②
債

務
保

証
又

は
損

失
補

償
②

債
務
保

証
又

は
損

失
補

償
②

債
務
保

証
又

は
損

失
補

償
②

債
務
保

証
又

は
損

失
補

償

④
環

境
衛

生
④
環

境
衛

生
④
環

境
衛

生
④
環

境
衛

生
決

算
区

分
の

「
衛

生
費

」
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

③
そ

の
他

③
そ

の
他

③
そ

の
他

③
そ

の
他

⑤
産

業
振

興
⑤
産

業
振

興
⑤
産

業
振

興
⑤
産

業
振

興
決

算
区

分
の

「
農

林
水

産
業

費
」

、
「

労
働

費
」

、
「

商
工

費
」

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

⑥
消

防
⑥
消

防
⑥
消

防
⑥
消

防
決

算
区

分
の

「
消

防
費

」
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

(
3
)
 
退
職

手
当

引
当

金
(
3
)
 
退
職

手
当

引
当

金
(
3
)
 
退
職

手
当

引
当

金
(
3
)
 
退
職

手
当

引
当

金
職

員
全

員
が

当
該

年
度

末
時

点
で

退
職

し
た

場
合

に
必

要
と

な
る

退
職

手
当

額
で

あ
り

、
将

来
職

員
が

退
職

し
た

時
点

で
支

払
う

⑦
総

務
⑦
総

務
⑦
総

務
⑦
総

務
決

算
区

分
の

「
上

記
以

外
」

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
必

要
が

あ
る

金
額

で
す

。

(
2
)
 
売

却
可

能
資

産
(
2
)
 
売

却
可

能
資

産
(
2
)
 
売

却
可

能
資

産
(
2
)
 
売

却
可

能
資

産
公

共
資

産
の

う
ち

、
遊

休
資

産
や

未
利

用
資

産
の

行
政

目
的

に
使

用
さ

れ
て

い
な

い
資

産
を

表
し

て
い

ま
す

。
２

　
流
動

負
債

２
　

流
動

負
債

２
　

流
動

負
債

２
　

流
動

負
債

債
務

の
う

ち
、

１
年

未
満

に
支

払
い

や
返

済
を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
も

の
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

(
1
)
 
翌
年

度
償

還
予

定
地

方
債

(
1
)
 
翌
年

度
償

還
予

定
地

方
債

(
1
)
 
翌
年

度
償

還
予

定
地

方
債

(
1
)
 
翌
年

度
償

還
予

定
地

方
債

地
方

債
の

う
ち

、
翌

年
度

の
償

還
予

定
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

２
　

投
資

等
２

　
投
資

等
２

　
投
資

等
２

　
投
資

等
公

社
や

第
３

セ
ク

タ
ー

等
へ

の
出

資
金

お
よ

び
貸

付
金

や
基

金
の

ほ
か

、
回

収
期

限
が

到
来

し
て

か
ら

１
年

以
上

回
収

で
き

て
い

な
い

(
2
)
 
短
期

借
入

金
（

翌
年

度
繰

上
充

用
金

）
(
2
)
 
短
期

借
入

金
（

翌
年

度
繰

上
充

用
金

）
(
2
)
 
短
期

借
入

金
（

翌
年

度
繰

上
充

用
金

）
(
2
)
 
短
期

借
入

金
（

翌
年

度
繰

上
充

用
金

）
収

支
不

足
が

発
生

し
た

場
合

、
翌

年
度

の
予

算
か

ら
前

借
り

す
る

こ
と

に
な

り
ま

す
が

、
こ

の
前

借
額

を
計

上
し

ま
す

。

債
権

（
長

期
延

滞
債

権
）

な
ど

の
資

産
が

計
上

さ
れ

て
い

ま
す

。
(
3
)
 
未
払

金
(
3
)
 
未
払

金
(
3
)
 
未
払

金
(
3
)
 
未
払

金
未

払
金

の
う

ち
、

翌
年

度
の

償
還

予
定

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

(
1
)
 
投

資
及

び
出

資
金

(
1
)
 
投

資
及

び
出

資
金

(
1
)
 
投

資
及

び
出

資
金

(
1
)
 
投

資
及

び
出

資
金

(
4
)
 
翌
年

度
支

払
予

定
退

職
手

当
(
4
)
 
翌
年

度
支

払
予

定
退

職
手

当
(
4
)
 
翌
年

度
支

払
予

定
退

職
手

当
(
4
)
 
翌
年

度
支

払
予

定
退

職
手

当
退

職
手

当
の

翌
年

度
支

払
予

定
額

を
計

上
し

ま
す

。
退

職
手

当
組

合
に

加
入

し
て

い
る

場
合

は
計

上
し

ま
せ

ん
。

①
投

資
及

び
出
資

金
①
投

資
及

び
出
資

金
①
投

資
及

び
出
資

金
①
投

資
及

び
出
資

金
公

営
企

業
や

公
社

、
第

３
セ

ク
タ

ー
等

に
対

す
る

出
資

金
、

出
え

ん
金

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
(
5
)
 
賞
与

引
当

金
(
5
)
 
賞
与

引
当

金
(
5
)
 
賞
与

引
当

金
(
5
)
 
賞
与

引
当

金
翌

年
度

に
支

給
さ

れ
る

賞
与

の
う

ち
当

年
度

分
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

（
6
月

支
給

額
の

4
/
6
相

当
分

）

②
投

資
損

失
引
当

金
②
投

資
損

失
引
当

金
②
投

資
損

失
引
当

金
②
投

資
損

失
引
当

金
連

結
対

象
と

な
る

会
計

・
団

体
・

法
人

の
財

政
状

況
が

一
定

以
上

悪
化

し
た

場
合

、
そ

の
損

失
に

備
え

て
経

常
さ

れ
る

科
目

で
あ

り
、

マ
イ

ナ
ス

金
額

表
示

さ
れ

ま
す

。
負

　
　

債
　

　
合

　
　
計

負
　

　
債

　
　

合
　

　
計

負
　

　
債

　
　

合
　

　
計

負
　

　
債

　
　

合
　

　
計

(
2
)
 
貸

付
金

(
2
)
 
貸

付
金

(
2
)
 
貸

付
金

(
2
)
 
貸

付
金

連
結

対
象

と
な

る
会

計
の

ほ
か

、
中

小
企

業
振

興
な

ど
の

貸
付

金
等

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

(
3
)
 
基

金
等

(
3
)
 
基

金
等

(
3
)
 
基

金
等

(
3
)
 
基

金
等

①
退

職
手

当
目
的

基
金

①
退

職
手

当
目
的

基
金

①
退

職
手

当
目
的

基
金

①
退

職
手

当
目
的

基
金

退
職

手
当

の
支

給
に

備
え

て
積

み
立

て
て

い
る

基
金

の
年

度
末

残
高

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
[
純

資
産

の
部

]
[
純

資
産

の
部

]
[
純

資
産

の
部

]
[
純

資
産

の
部

]

②
そ

の
他

特
定
目

的
基

金
②
そ

の
他

特
定
目

的
基

金
②
そ

の
他

特
定
目

的
基

金
②
そ

の
他

特
定
目

的
基

金
特

定
の

目
的

を
計

画
的

に
実

施
で

き
る

よ
う

に
、

個
別

に
積

み
立

て
て

い
る

基
金

の
年

度
末

残
高

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
１

　
公
共

資
産

等
整

備
国

県
補

助
金

等
１

　
公
共

資
産

等
整

備
国

県
補

助
金

等
１

　
公
共

資
産

等
整

備
国

県
補

助
金

等
１

　
公
共

資
産

等
整

備
国

県
補

助
金

等
住

民
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

た
め

の
財

産
を

取
得

し
た

財
源

の
う

ち
、

国
や

県
か

ら
の

補
助

金
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

③
土

地
開

発
基
金

③
土

地
開

発
基
金

③
土

地
開

発
基
金

③
土

地
開

発
基
金

土
地

開
発

基
金

の
年

度
末

残
高

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

④
そ

の
他

定
額
運

用
基

金
④
そ

の
他

定
額
運

用
基

金
④
そ

の
他

定
額
運

用
基

金
④
そ

の
他

定
額
運

用
基

金
定

額
運

用
す

る
奨

学
資

金
貸

付
基

金
の

年
度

末
残

高
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

２
　

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

２
　

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

２
　

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

２
　

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

住
民

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
た

め
の

財
産

を
取

得
し

た
財

源
の

う
ち

、
上

記
の

国
県

補
助

金
と

（
建

設
）

地
方

債
を

除

⑤
退

職
手

当
組
合

積
立

金
⑤
退

職
手

当
組
合

積
立

金
⑤
退

職
手

当
組
合

積
立

金
⑤
退

職
手

当
組
合

積
立

金
退

職
手

当
組

合
に

加
入

の
場

合
、

そ
の

団
体

の
持

分
を

当
該

科
目

に
計

上
し

ま
す

。
持

分
相

当
額

が
マ

イ
ナ

ス
の

場
合

は
い

た
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

退
職

手
当

引
当

金
に

加
算

し
ま

す
。

(
4
)
 
長

期
延

滞
債

権
(
4
)
 
長

期
延

滞
債

権
(
4
)
 
長

期
延

滞
債

権
(
4
)
 
長

期
延

滞
債

権
納

税
期

限
や

回
収

期
限

か
ら

１
年

以
上

経
過

し
、

ま
だ

収
入

さ
れ

て
い

な
い

債
権

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
３

　
そ
の

他
一

般
財

源
等

３
　

そ
の

他
一

般
財

源
等

３
　

そ
の

他
一

般
財

源
等

３
　

そ
の

他
一

般
財

源
等

公
共

資
産

以
外

の
資

産
か

ら
、

公
共

資
産

等
整

備
財

源
以

外
の

負
債

を
差

し
引

い
た

額
を

計
上

し
て

お
り

、
翌

年
度

以

(
5
)
 
回

収
不

能
見

込
額

(
5
)
 
回

収
不

能
見

込
額

(
5
)
 
回

収
不

能
見

込
額

(
5
)
 
回

収
不

能
見

込
額

「
貸

付
金

」
お

よ
び

「
長

期
延

滞
債

権
」

の
う

ち
回

収
不

能
と

な
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
る

金
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
降

に
自

由
に

使
用

で
き

る
財

源
と

い
う

こ
と

に
な

り
ま

す
。

３
　

流
動

資
産

３
　

流
動

資
産

３
　

流
動

資
産

３
　

流
動

資
産

現
金

や
必

要
に

応
じ

て
す

ぐ
に

使
え

る
基

金
、

税
金

等
の

未
収

入
金

が
計

上
さ

れ
て

い
ま

す
。

４
　

資
産

評
価

差
額

４
　

資
産

評
価

差
額

４
　

資
産

評
価

差
額

４
　

資
産

評
価

差
額

「
（

借
方

）
1
公

共
資

産
（

2
）

売
却

可
能

資
産

」
の

取
得

価
格

と
売

却
可

能
価

格
と

の
差

額
や

「
2
投

資
等

（
1
）

投
資

(
1
)
 
現

金
預

金
(
1
)
 
現

金
預

金
(
1
)
 
現

金
預

金
(
1
)
 
現

金
預

金
及

び
出

資
金

」
の

う
ち

市
場

価
格

の
あ

る
有

価
証

券
の

取
得

価
格

と
時

価
と

の
差

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

①
財

政
調

整
基
金

①
財

政
調

整
基
金

①
財

政
調

整
基
金

①
財

政
調

整
基
金

将
来

の
収

入
減

や
不

測
の

支
出

に
備

え
て

積
み

立
て

る
基

金
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

②
減

債
基

金
②
減

債
基

金
②
減

債
基

金
②
減

債
基

金
地

方
債

の
償

還
に

備
え

て
積

み
立

て
る

基
金

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
純

　
 
資

　
 
産

　
 
合

　
 計

純
　

 
資

　
 
産

　
 
合

　
 計

純
　

 
資

　
 
産

　
 
合

　
 計

純
　

 
資

　
 
産

　
 
合

　
 計

③
歳

計
現

金
③
歳

計
現

金
③
歳

計
現

金
③
歳

計
現

金
当

該
年

度
の

収
入

か
ら

支
出

を
差

し
引

い
た

「
歳

計
現

金
」

(
2
)
 
未

収
金

(
2
)
 
未

収
金

(
2
)
 
未

収
金

(
2
)
 
未

収
金

①
地

方
税

①
地

方
税

①
地

方
税

①
地

方
税

②
そ

の
他

②
そ

の
他

②
そ

の
他

②
そ

の
他

③
回

収
不

能
見
込

額
③
回

収
不

能
見
込

額
③
回

収
不

能
見
込

額
③
回

収
不

能
見
込

額
上

記
未

収
金

の
う

ち
、

回
収

不
能

と
見

込
ま

れ
る

も
の

を
表

示
し

て
い

ま
す

。

資
　

　
産

　
　

合
　

　
計

資
　

　
産

　
　

合
　

　
計

資
　

　
産

　
　

合
　

　
計

資
　

　
産

　
　

合
　

　
計

負
 
債

 ・
 
純

 
資

 産
 
合

 計
負

 
債

 ・
 
純

 
資

 産
 
合

 計
負

 
債

 ・
 
純

 
資

 産
 
合

 計
負

 
債

 ・
 
純

 
資

 産
 
合

 計

当
該

年
度

の
歳

入
と

し
て

調
定

し
た

未
収

金
を

「
地

方
税

」
と

「
そ

の
他

」
に

分
類

し
計

上
し

て
い

ま
す

。

貸
借
対
照

表
の
説

明
書

借
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
方

貸
　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
方
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決算統計上の区分 耐用年数 決算統計上の区分 耐用年数

総務費 土木費

庁舎費 50 道路 48

その他 25 橋りょう 60

民生費 河川 49

保育所 30 砂防 50

その他 25 海岸保全 30

衛生費 25 港湾 49

労働費 25 都市計画

農林水産業費 街路 48

造林 25 都市下水路 20

林道 48 区画整理 40

治山 30 公園 40

砂防 50 その他 25

漁港 50 住宅 40

農業農村整備 20 空港 25

海岸保全 30 その他 25

その他 25 消防費

商工費 25 庁舎 50

その他 10

教育費 50

その他 25

※減価償却の方法は残存価格ゼロの定額法とし、耐用年数は上記の表で算定しています。

普通固定資産耐用年数表普通固定資産耐用年数表普通固定資産耐用年数表普通固定資産耐用年数表
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行
政

コ
ス
ト

計
算

書
の

説
明

書

　
【経

常
行

政
コ

ス
ト

】

総
　

　
額

（
構

成
比

率
）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

　
育

福
　

祉
環

 境
 衛

 生
産

 業
 振

 興
消

　
防

総
　

務
議

　
会

支
 払

 利
 息

回
収

不
能

見
込

計
上

額
そ

の
他

（１
）
人

件
費

（２
）
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

等

１
（３

）
賞

与
引

当
金

繰
入

額

小
　

　
計

（１
）
物

件
費

（２
）
維

持
補

修
費

（３
）
減

価
償

却
費

小
　

　
計

（１
）
社

会
保

障
給

付

（２
）
補

助
金

等

３
（３

）
他

会
計

等
へ

の
支

出
額

（
４

）
他

団
体

へ
の

　
　

　
公

共
資

産
整

備
補

助
金

等

小
　

　
計

（１
）
支

払
利

息

（２
）
回

収
不

能
見

込
計

上
額

（３
）
そ

の
他

行
政

コ
ス

ト

小
　

　
計

（　
構

　
成

　
比

　
率

　
）

　
【経

常
収

益
】

一
般

財
源

振
替

額

１
使

用
料

・
手

数
料

ｂ

２
分

担
金

・
負

担
金

・
寄

附
金

ｃ

ｄ
／

ａ

（差
引

）純
経

常
行

政
コ

ス
ト

ａ
－

ｄ

２ ４ 経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ

経
常

収
益

合
計

（
ｂ

＋
ｃ

）
ｄ

【
性

質
別

の
行

政
コ

ス
ト

】
【
性

質
別

の
行

政
コ

ス
ト

】
【
性

質
別

の
行

政
コ

ス
ト

】
【
性

質
別

の
行

政
コ

ス
ト

】

「
人

件
費

」
、

「
物

件
費

」
と

い
っ

た
、

主
に

予
算

科
目

で
分

類
さ

れ
る

性
質

別
経

費
と

、
「
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

金
等

」
や

「
減

価
償

却
費

」
と

い
っ

た
発

生
主

義
特

有
の

勘
定

科
目

と
で

表
さ

れ
て

い
ま

す
。

【
目

的
別

の
行

政
コ

ス
ト

】
【
目

的
別

の
行

政
コ

ス
ト

】
【
目

的
別

の
行

政
コ

ス
ト

】
【
目

的
別

の
行

政
コ

ス
ト

】

「
生

活
イ

ン
フ

ラ
・
国

土
保

全
」
、

「
教

育
」
、

「
福

祉
」
と

い
っ

た
行

政
目

的
別

に
分

類
し

て
表

し
て

い
ま

す
。

な
お

、
決

算
統

計
の

区
分

と
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
上

の
対

応
関

係
は

下
記

の
と

お
り

で
す

。

〈
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

区
分

〉
　

　
　

　
　

　
〈
決

算
統

計
（
目

的
別

）
の

区
分

〉
〈
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

区
分

〉
　

　
　

　
　

　
〈
決

算
統

計
（
目

的
別

）
の

区
分

〉
〈
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

区
分

〉
　

　
　

　
　

　
〈
決

算
統

計
（
目

的
別

）
の

区
分

〉
〈
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

区
分

〉
　

　
　

　
　

　
〈
決

算
統

計
（
目

的
別

）
の

区
分

〉
　

　
生

活
イ

ン
フ

ラ
国

土
保

全
・
・
・・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
土

　
木

　
費

　
　

教
　

　
　

育
 ・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・・

・
・
・
・
教

　
育

　
費

　
　

福
　

　
　

祉
 ・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・・

・
・
・
・
民

　
生

　
費

　
　

環
境

衛
生

 ・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・・

・
・
・
・
衛

　
生

　
費

　
　

産
業

振
興

 ・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・・

・
・
・
・
農

林
水

産
業

費
、

労
働

費
、

商
工

費
　

　
消

　
　

　
防

 ・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・・

・
・
・
・
消

　
防

　
費

　
　

総
　

　
　

務
 ・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・・

・
・
・
・
総

　
務

　
費

　
　

議
　

　
　

会
 ・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・・

・
・
・
・
議

　
会

　
費

　
　

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
 諸

支
出

金

【
（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
】

【
（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
】

【
（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
】

【
（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
】

　
行

政
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

た
め

に
要

し
た

経
費

か
ら

、
施

設
利

用
料

な
ど

主
に

行
政

サ
ー

ビ
ス

提
供

の
過

程
で

得
ら

れ
た

受
益

者
負

担
を

差
し

引
い

た
経

費
を

表
し

ま
す

。
　

民
間

企
業

の
場

合
、

対
価

を
得

て
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
成

果
を

金
額

で
把

握
す

る
こ

と
が

可
能

ま
た

は
必

要
で

あ
り

、
利

益
が

成
果

測
定

の
尺

度
と

な
る

も
の

の
、

自
治

体
で

は
対

価
の

な
い

サ
ー

ビ
ス

提
供

が
一

つ
の

目
的

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

上
記

の
「
（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
」
は

、
市

税
や

地
方

交
付

税
と

い
っ

た
一

般
財

源
等

で
賄

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
コ

ス
ト

を
表

し
て

い
ま

す
。
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純
資

産
合

計
純

資
産

合
計

純
資

産
合

計
純

資
産

合
計

公
共

資
産

等
整

備
公

共
資

産
等

整
備

公
共

資
産

等
整

備
公

共
資

産
等

整
備

国
県

補
助

金
等

国
県

補
助

金
等

国
県

補
助

金
等

国
県

補
助

金
等

公
共

資
産

等
整

備
公

共
資

産
等

整
備

公
共

資
産

等
整

備
公

共
資

産
等

整
備

一
般

財
源

等
一

般
財

源
等

一
般

財
源

等
一

般
財

源
等

そ
の

他
そ

の
他

そ
の

他
そ

の
他

一
般

財
源

等
一

般
財

源
等

一
般

財
源

等
一

般
財

源
等

資
産

評
価

差
額

資
産

評
価

差
額

資
産

評
価

差
額

資
産

評
価

差
額

住
民

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
た

め
の

財
産

を
取

得
し

た
財

源
の

う
ち

、
国

・県
か

ら
補

助
金

を
受

け
た

も
の

で
す

。
公

共
資

産
等

に
充

て
ら

れ
た

一
般

財
源

等
を

指
し

て
お

り
、

公
共

資
産

等
の

財
源

の
う

ち
、

国
庫

支
出

金
、

県
支

出
金

、
地

方
債

、
債

務
負

担
行

為
以

外
の

も
の

を
計

上
し

ま
す

。

公
共

資
産

等
は

通
常

、
将

来
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

や
地

方
債

償
還

の
財

源
と

し
て

使
う

こ
と

は
出

来
ず

、
す

で
に

公
共

資
産

等
に

投
下

さ
れ

た
財

源
は

拘
束

さ
れ

て
い

る
と

考
え

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、

左
記

「
公

共
資

産
等

整
備

一
般

財
源

等
」と

は
別

に
、

将
来

自
由

に
財

源
と

し
て

使
用

で
き

る
純

資
産

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

新
た

に
売

却
可

能
資

産
が

計
上

さ
れ

た
場

合
、

も
し

く
は

資
産

の
評

価
替

え
を

行
い

、
帳

簿
価

額
と

売
却

可
能

価
額

ま
た

は
再

調
達

価
額

と
の

差
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

期
首

純
資

産
残

高
期

首
純

資
産

残
高

期
首

純
資

産
残

高
期

首
純

資
産

残
高

前
年

度
末

の
貸

借
対

照
表

に
計

上
さ

れ
て

い
る

純
資

産
残

高
を

計
上

し
ま

す
。

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

当
年

度
の

「行
政

コ
ス

ト
計

算
書

」に
お

け
る

「
（差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
」
を

計
上

し
ま

す
。

一
般

財
源

一
般

財
源

一
般

財
源

一
般

財
源

地
方

税
地

方
税

地
方

税
地

方
税

地
方

交
付

税
地

方
交

付
税

地
方

交
付

税
地

方
交

付
税

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

充
当

財
源

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

充
当

財
源

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

充
当

財
源

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

充
当

財
源

補
助

金
等

受
入

補
助

金
等

受
入

補
助

金
等

受
入

補
助

金
等

受
入

臨
時

損
益

臨
時

損
益

臨
時

損
益

臨
時

損
益

災
害

復
旧

事
業

費
災

害
復

旧
事

業
費

災
害

復
旧

事
業

費
災

害
復

旧
事

業
費

当
年

度
の

災
害

復
旧

事
業

費
を

計
上

し
ま

す
。

公
共

資
産

除
売

却
損

益
公

共
資

産
除

売
却

損
益

公
共

資
産

除
売

却
損

益
公

共
資

産
除

売
却

損
益

公
共

資
産

を
除

却
し

た
場

合
は

除
却

し
た

公
共

資
産

の
帳

簿
価

額
、

売
却

し
た

場
合

は
公

共
資

産
の

帳
簿

価
額

と
売

却
額

と
の

差
額

を
計

上
し

ま
す

。

投
資

損
失

投
資

損
失

投
資

損
失

投
資

損
失

投
資

お
よ

び
出

資
金

の
時

価
ま

た
は

実
質

価
額

が
取

得
原

価
に

比
し

て
著

し
く
下

落
し

た
場

合
の

時
価

ま
た

は
実

質
価

額
と

取
得

原
価

の
差

額
を

計
上

し
ま

す
。

科
目

振
替

科
目

振
替

科
目

振
替

科
目

振
替

取
得

時
の

財
源

投
入

額
や

処
分

時
の

財
源

増
加

額
を

把
握

し
、

純
資

産
変

動
計

算
書

上
で

の
財

源
の

異
動

を
明

ら
か

に
し

ま
す

。

公
共

資
産

整
備

へ
の

財
源

投
入

公
共

資
産

整
備

へ
の

財
源

投
入

公
共

資
産

整
備

へ
の

財
源

投
入

公
共

資
産

整
備

へ
の

財
源

投
入

公
共

資
産

整
備

に
際

し
て

、
補

助
金

等
以

外
に

ど
の

程
度

の
一

般
財

源
が

充
て

ら
れ

た
か

を
表

し
ま

す
。

公
共

資
産

処
分

に
よ

る
財

源
増

公
共

資
産

処
分

に
よ

る
財

源
増

公
共

資
産

処
分

に
よ

る
財

源
増

公
共

資
産

処
分

に
よ

る
財

源
増

「貸
借

対
照

表
」に

計
上

さ
れ

て
い

た
公

共
資

産
を

除
却

ま
た

は
売

却
し

た
場

合
、

資
産

に
充

て
ら

れ
て

い
た

財
源

に
つ

い
て

、
一

般
財

源
へ

の
振

替
処

理
を

表
し

て
い

ま
す

。

貸
付

金
・
出

資
金

等
へ

の
財

源
投

入
貸

付
金

・
出

資
金

等
へ

の
財

源
投

入
貸

付
金

・
出

資
金

等
へ

の
財

源
投

入
貸

付
金

・
出

資
金

等
へ

の
財

源
投

入
上

記
「公

共
資

産
整

備
へ

の
財

源
投

入
」と

同
様

に
、

貸
付

金
・
出

資
金

等
に

対
し

て
補

助
金

等
以

外
に

ど
の

程
度

の
一

般
財

源
が

充
て

ら
れ

た
か

を
表

し
て

い
ま

す
。

貸
付

金
・
出

資
金

等
の

回
収

等
に

よ
る

財
源

増
貸

付
金

・
出

資
金

等
の

回
収

等
に

よ
る

財
源

増
貸

付
金

・
出

資
金

等
の

回
収

等
に

よ
る

財
源

増
貸

付
金

・
出

資
金

等
の

回
収

等
に

よ
る

財
源

増
上

記
「公

共
資

産
処

分
に

よ
る

財
源

増
」
と

同
様

に
、

貸
付

金
・出

資
金

等
の

回
収

な
ど

が
あ

っ
た

場
合

、
こ

れ
ら

に
充

て
ら

れ
て

い
た

財
源

に
つ

い
て

、
一

般
財

源
へ

の
振

替
処

理
を

表
し

て
い

ま
す

。

減
価

償
却

に
よ

る
財

源
増

減
価

償
却

に
よ

る
財

源
増

減
価

償
却

に
よ

る
財

源
増

減
価

償
却

に
よ

る
財

源
増

有
形

固
定

資
産

の
減

価
償

却
に

伴
い

、
有

形
固

定
資

産
に

充
て

ら
れ

て
い

た
財

源
を

、
そ

の
他

一
般

財
源

等
へ

の
振

替
を

表
し

て
い

ま
す

。

地
方

債
償

還
等

に
伴

う
財

源
振

替
地

方
債

償
還

等
に

伴
う

財
源

振
替

地
方

債
償

還
等

に
伴

う
財

源
振

替
地

方
債

償
還

等
に

伴
う

財
源

振
替

地
方

債
の

償
還

に
よ

っ
て

一
般

財
源

の
負

担
が

生
じ

て
い

る
（一

般
財

源
で

地
方

債
を

償
還

し
て

い
る

）
た

め
、

財
源

の
振

替
を

表
し

て
い

ま
す

。

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

「
貸

借
対

照
表

」
に

計
上

さ
れ

た
資

産
を

評
価

す
る

こ
と

に
よ

り
生

じ
た

評
価

差
額

を
計

上
し

ま
す

。

無
償

受
贈

資
産

受
入

無
償

受
贈

資
産

受
入

無
償

受
贈

資
産

受
入

無
償

受
贈

資
産

受
入

無
償

で
資

産
を

受
贈

し
た

場
合

の
有

形
固

定
資

産
計

上
額

を
表

し
て

い
ま

す
。

そ
の

他
そ

の
他

そ
の

他
そ

の
他

そ
の

他
の

純
資

産
の

変
動

に
つ

い
て

、
そ

の
内

容
を

示
す

名
称

を
付

し
た

科
目

を
も

っ
て

計
上

し
ま

す
。

期
末

純
資

産
残

高
期

末
純

資
産

残
高

期
末

純
資

産
残

高
期

末
純

資
産

残
高

純
資

産
変

動
計

算
書

の
説

明
書

経
常

的
で

な
い

特
別

な
事

由
に

基
づ

く
損

益
が

発
生

し
た

場
合

、
当

該
内

容
を

示
す

名
称

を
付

し
た

科
目

を
も

っ
て

臨
時

損
益

に
計

上
し

ま
す

。
具

体
的

に
は

、
下

記
の

ほ
か

、
第

3セ
ク

タ
ー

等
に

対
す

る
出

資
金

の
減

資
、

第
3
セ

ク
タ

ー
等

に
対

す
る

債
務

保
証

ま
た

は
損

失
補

償
の

履
行

決
定

、
勧

奨
退

職
に

よ
る

多
額

の
割

増
退

職
金

の
支

払
い

な
ど

が
該

当
し

ま
す

。
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1
　

経
常

的
収

支
の

部
1
　

経
常

的
収

支
の

部
1
　

経
常

的
収

支
の

部
1
　

経
常

的
収

支
の

部
「
公

共
資

産
整

備
収

支
」
お

よ
び

「
投

資
・
財

務
的

収
支

」
に

含
ま

れ
な

い
支

出
と

収
入

、
つ

ま
り

し
の

経
常

的
な

３
　

投
資

・
財

務
的

収
支

の
部

３
　

投
資

・
財

務
的

収
支

の
部

３
　

投
資

・
財

務
的

収
支

の
部

３
　

投
資

・
財

務
的

収
支

の
部

行
政

活
動

に
係

る
資

金
収

支
を

項
目

別
に

計
上

し
て

い
ま

す
。

人
件

費
人

件
費

人
件

費
人

件
費

投
資

及
び

出
資

金
投

資
及

び
出

資
金

投
資

及
び

出
資

金
投

資
及

び
出

資
金

物
件

費
物

件
費

物
件

費
物

件
費

貸
付

金
貸

付
金

貸
付

金
貸

付
金

社
会

保
障

給
付

社
会

保
障

給
付

社
会

保
障

給
付

社
会

保
障

給
付

当
該

科
目

に
係

る
決

算
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
基

金
積

立
額

基
金

積
立

額
基

金
積

立
額

基
金

積
立

額

補
助

金
等

補
助

金
等

補
助

金
等

補
助

金
等

支
払

利
息

支
払

利
息

支
払

利
息

支
払

利
息

定
額

運
用

基
金

へ
の

繰
出

支
出

定
額

運
用

基
金

へ
の

繰
出

支
出

定
額

運
用

基
金

へ
の

繰
出

支
出

定
額

運
用

基
金

へ
の

繰
出

支
出

他
会

計
等

へ
の

事
務

費
等

充
当

財
源

繰
出

支
出

他
会

計
等

へ
の

事
務

費
等

充
当

財
源

繰
出

支
出

他
会

計
等

へ
の

事
務

費
等

充
当

財
源

繰
出

支
出

他
会

計
等

へ
の

事
務

費
等

充
当

財
源

繰
出

支
出

通
常

の
補

助
金

と
他

会
計

へ
の

補
助

金
を

区
別

す
る

た
め

、
上

記
の

「
補

助
金

等
」
か

ら
別

途
計

上
し

て
い

他
会

計
等

へ
の

公
債

費
充

当
財

源
繰

出
支

出
他

会
計

等
へ

の
公

債
費

充
当

財
源

繰
出

支
出

他
会

計
等

へ
の

公
債

費
充

当
財

源
繰

出
支

出
他

会
計

等
へ

の
公

債
費

充
当

財
源

繰
出

支
出

当
該

科
目

に
係

る
決

算
書

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

ま
す

。
地

方
債

償
還

額
地

方
債

償
還

額
地

方
債

償
還

額
地

方
債

償
還

額

そ
の

他
支

出
そ

の
他

支
出

そ
の

他
支

出
そ

の
他

支
出

性
質

区
分

で
い

う
維

持
補

修
費

、
災

害
復

旧
事

業
費

に
係

る
所

要
額

を
計

上
し

ま
す

。
支 支支支

出 出出出
合 合合合

計 計計計

支 支支支
出 出出出

合 合合合
計 計計計

国
県

補
助

金
等

国
県

補
助

金
等

国
県

補
助

金
等

国
県

補
助

金
等

地
方

税
地

方
税

地
方

税
地

方
税

当
該

科
目

に
係

る
決

算
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
貸

付
金

回
収

額
貸

付
金

回
収

額
貸

付
金

回
収

額
貸

付
金

回
収

額

地
方

交
付

税
地

方
交

付
税

地
方

交
付

税
地

方
交

付
税

当
該

科
目

に
係

る
決

算
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
基

金
取

崩
額

基
金

取
崩

額
基

金
取

崩
額

基
金

取
崩

額

国
県

補
助

金
等

国
県

補
助

金
等

国
県

補
助

金
等

国
県

補
助

金
等

地
方

債
発

行
額

地
方

債
発

行
額

地
方

債
発

行
額

地
方

債
発

行
額

使
用

料
・
手

数
料

使
用

料
・
手

数
料

使
用

料
・
手

数
料

使
用

料
・
手

数
料

公
共

資
産

等
売

却
収

入
公

共
資

産
等

売
却

収
入

公
共

資
産

等
売

却
収

入
公

共
資

産
等

売
却

収
入

分
担

金
・
負

担
金

・
寄

附
金

分
担

金
・
負

担
金

・
寄

附
金

分
担

金
・
負

担
金

・
寄

附
金

分
担

金
・
負

担
金

・
寄

附
金

そ
の

他
収

入
そ

の
他

収
入

そ
の

他
収

入
そ

の
他

収
入

諸
収

入
諸

収
入

諸
収

入
諸

収
入

収 収収収
入 入入入

合 合合合
計 計計計

地
方

債
発

行
額

地
方

債
発

行
額

地
方

債
発

行
額

地
方

債
発

行
額

投 投投投
資 資資資

・ ・・・
財 財財財

務 務務務
的 的的的

収 収収収
支 支支支

額 額額額

基
金

取
崩

額
基

金
取

崩
額

基
金

取
崩

額
基

金
取

崩
額

そ
の

他
収

入
そ

の
他

収
入

そ
の

他
収

入
そ

の
他

収
入

翌
年

度
繰

上
充

用
金

増
減

額
翌

年
度

繰
上

充
用

金
増

減
額

翌
年

度
繰

上
充

用
金

増
減

額
翌

年
度

繰
上

充
用

金
増

減
額

収 収収収
入 入入入

合 合合合
計 計計計

当
年

度
歳

計
現

金
増

減
額

当
年

度
歳

計
現

金
増

減
額

当
年

度
歳

計
現

金
増

減
額

当
年

度
歳

計
現

金
増

減
額

経 経経経
常 常常常

的 的的的
収 収収収

支 支支支
額 額額額

期
首

歳
計

現
金

残
高

期
首

歳
計

現
金

残
高

期
首

歳
計

現
金

残
高

期
首

歳
計

現
金

残
高

期
末

歳
計

現
金

残
高

期
末

歳
計

現
金

残
高

期
末

歳
計

現
金

残
高

期
末

歳
計

現
金

残
高

２
　

公
共

資
産

整
備

収
支

の
部

２
　

公
共

資
産

整
備

収
支

の
部

２
　

公
共

資
産

整
備

収
支

の
部

２
　

公
共

資
産

整
備

収
支

の
部

公
共

資
産

整
備

に
伴

う
支

出
と

、
そ

れ
に

対
応

す
る

財
源

（
収

入
）
を

計
上

し
ま

す
。

な
お

、
公

共
資

産
の

整
備

を

市
で

お
こ

な
っ

た
場

合
で

な
い

場
合

で
も

、
最

終
的

な
使

途
が

公
共

資
産

整
備

で
あ

れ
ば

、
該

当
す

る
他

会
計

お

よ
び

他
団

体
補

助
金

等
の

支
出

額
に

つ
い

て
も

計
上

し
ま

す
。

公
共

資
産
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出
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共

資
産
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備
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出
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共
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産
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備
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共

資
産

整
備
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出

市
で

お
こ

な
う

普
通

建
設

事
業

費
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上
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て

い
ま
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。
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公
共

資
産

整
備

補
助

金
等

支
出

上
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建
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等
を
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い
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他
会

計
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当
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源
繰

出
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出
他
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建

設
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繰
出
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出

他
会

計
等

へ
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建
設

費
充

当
財

源
繰

出
支

出
他

会
計

等
へ

の
建

設
費

充
当

財
源

繰
出

支
出

他
会

計
へ

の
建

設
事

業
費

充
当

財
源

繰
出

金
に

つ
い

て
計

上
し

て
い

ま
す

。

支 支支支
出 出出出

合 合合合
計 計計計

国
県
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金
等

国
県
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等
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等
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額
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額
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発
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額
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方
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発
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額

基
金

取
崩

額
基

金
取

崩
額

基
金

取
崩

額
基

金
取

崩
額

そ
の

他
収

入
そ

の
他

収
入

そ
の

他
収

入
そ
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他
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収 収収収
入 入入入

合 合合合
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公 公公公
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資 資資資
産 産産産
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備 備備備

収 収収収
支 支支支

額 額額額

資
金

収
支

計
算

書
の

説
明

書

左
記

に
つ

い
て

は
、

該
当

科
目

の
当

年
度

決
算

額
か

ら
、

「
公

共
整

備
収

支
の

部
」
お

よ
び

「
投

資
・
財

務
的

収
支

の
部

」
に

計
上

さ
れ

る
額

を
除

い
た

額
を

計
上

し
ま

す
。
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源
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収
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収
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支
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に
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さ
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と

か
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を
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ま
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当
該

科
目

に
係

る
決

算
書

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 26,240,111

①生活インフラ・国土保全 41,986,657 (2) 長期未払金

②教育 19,858,236 ①物件の購入等

③福祉 1,205,766 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 2,973,071 ③その他

⑤産業振興 35,392,616 長期未払金計 0

⑥消防 1,597,134 (3) 退職手当引当金 4,136,642

⑦総務 5,160,469 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 108,173,949 固定負債合計 30,376,753

(2) 売却可能資産 212,745

公共資産合計 108,386,694 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 2,595,557

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 1,922,358 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 189,828

投資及び出資金計 1,922,358 流動負債合計 2,785,385

(2) 貸付金 337,620

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 33,162,138

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 3,029,218

③土地開発基金 968,469 [純資産の部]

④その他定額運用基金 120,193 １　公共資産等整備国県補助金等 33,681,632

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 4,117,880 ２　公共資産等整備一般財源等 62,864,354

(4) 長期延滞債権 124,182

(5) 回収不能見込額 0 ３　その他一般財源等 △ 10,252,919

投資等合計 6,502,040

４　資産評価差額 212,745

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 86,505,812

①財政調整基金 2,086,479

②減債基金 2,055,253

③歳計現金 564,644

現金預金計 4,706,376

(2) 未収金

①地方税 59,697

②その他 13,143

③回収不能見込額 0

未収金計 72,840

流動資産合計 4,779,216

資　　産　　合　　計 119,667,950 負 債 ・ 純 資 産 合 計 119,667,950

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち21,675,882千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 40,453,639 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 28,835,668 千円 28,835,668 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 490,828 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 4,288,155 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 2,679,774 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 4,136,642 千円 4,136,642 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 22,572 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 32,193,128 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 6,945,642 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 1,054,371 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 24,193,115 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 8,260,511 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は13,015,152千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は85,791,485千円です。

2,679,774

22,572

13,959,576

1,063,803

517,088

0

1,229,221

【契約債務・
偶発債務】

490,828

4,288,155

13,959,576

2,698,332

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

2,870,014

8,391,230

0

5,460,417

410,499

361,846

2,288,381

5,253,513

19,007

165,913

0

0

普通会計の貸借対照表
(平成24年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は3,970,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は658千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円1,330,396

564,644

24,787,623

3,054,400

0

24,791,648

3,736,132

80,600

39,967

8,603

652,689

0

△ 4,025

568,669

379,737

△ 4,354,957

556,535

3,289,032

0

4,734,694

16,923

233,644

0

0

△ 1,021,813

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
0

229,868

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
4,529,755

658,783

476

5,233,458

1,635,747

1,939,310

0

636,588

4,211,645

636,073

67,630

328,678

246,628

256,669

1,034,490

75,801

603,489

20,196,241

5,372,745

11,087,143

3,786,840

3,601,927

2,094,150

447,758

1,778,933

535,756

14,823,496

2,776,503

3,892,095

2,472,877

普通会計の資金収支計算書
自　平成23年4月  1日

至　平成24年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 42,699,303 ①普通会計地方債 26,240,111

②教育 19,858,236 ②公営事業地方債 8,107,985

③福祉 1,205,766  地方公共団体計 34,348,096

④環境衛生 30,734,038 (2) 関係団体

⑤産業振興 36,022,834 ①一部事務組合・広域連合地方債 2,285,104

⑥消防 1,597,134 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 5,161,064 ③第三セクター等長期借入金 290,000

⑧収益事業 0  関係団体計 2,575,104

⑨その他 0 (3) 長期未払金 39

有形固定資産計 137,278,375 (4) 引当金 4,394,684

(2) 無形固定資産 28,484 （うち退職手当等引当金） 4,194,884

(3) 売却可能資産 447,789 （うちその他の引当金） 199,800

公共資産合計 137,754,648 (5) その他 0

固定負債合計 41,317,923

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 411,288 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 298,870 ①地方公共団体 3,018,089

(3) 基金等 4,667,386 ②関係団体 408,011

(4) 長期延滞債権 272,066  翌年度償還予定額計 3,426,100

(5) その他 3,552 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 48,984

(6) 回収不能見込額 △ 5,657 (3) 未払金 151,670

投資等合計 5,647,505 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 275,855

(6) その他 27,186

３　流動資産 流動負債合計 3,929,795

(1) 資金 6,492,859

(2) 未収金 508,073 負　　債　　合　　計 45,247,718

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 65,383 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 0 １　公共資産等整備国県補助金等 33,695,307

流動資産合計 7,066,315 ２　公共資産等整備一般財源等 62,850,679

３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 △ 10,252,919

４　繰延勘定 15,115 ５　資産評価差額 212,745

純　 資　 産　 合　 計 105,235,865

資　　産　　合　　計 150,483,583 負 債 及 び 純 資 産 合 計 150,483,583

連結貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 103,707,888

純経常行政コスト △ 24,229,746

一般財源

地方税 2,756,088

地方交付税 11,087,143

その他行政コスト充当財源 993,310

補助金等受入 11,287,232

臨時損益

災害復旧事業費 △ 349,722

公共資産除売却損益 33,457

投資損失 0

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △ 49,785

無償受贈資産受入 0

その他 0

期末純資産残高 105,235,865

連結純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

5,826,936

4,537,796

16,096,457

2,559,795

連結資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

5,647,238

1,711,423

3,314,959

30,764,640

2,776,503

36,774,669

6,010,029

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

712,909

1,030,747

215,093

709,797

11,087,143

9,577,797

339,785

356,841

1,038,090

0

0

4,863,262

0

0

5,499,335

0

636,073

0

0

4,055,484

476

1,688,837

2,054,210

29,880

0

0

637,519

4,380,566

△ 1,118,769

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

229,868

94,956

0

8,076

135,548

0

0

4,546,212

16,923

208,524

0

527

80,600

0

42,634

6,492,859

357,284

△ 4,188,928

0

702,332

5,790,527

0

 


